














































































７．事前評価表 

１．対象事業名 

グァテマラ共和国第二次地方浄水場改修計画 

２．我が国が援助することの必要性・妥当性 

グァテマラ国における５歳未満児の死亡・疾患で２番目に多いのは下痢であり、その主要な

原因は飲料水または下水設備の不備によるものである。現在、水道サービスの普及率は全国平

均 58.5％、都市部では 89.6％、地方部では 43.6％である。しかし、都市部において普及率は比

較的高いものの、近年の都市部への急激な人口集中による流域の開発、住民の生活排水の増加

等によって水道の原水である河川の水質は年々悪化しつつある。また、浄水施設の中には建設

後 30 年以上を経ているものもあり、水需要の増加や、施設の老朽化による処理能力の低下が進

み、浄水場処理水の供給能力は質、量ともに悪化しつつある。その結果、水道施設はあるとは

言うものの信頼性のある供給状態とはなっておらず、多くの住民が給水量が不安定で、水質も

飲料水には不適当な劣悪な水道事情下に置かれている。よって、地方都市にある既存浄水場の

復旧を行い、給水の安定化、水質の向上を図ることに対して緊急的に対処する必要性が求めら

れている。 

３．事業の目的等 

本事業は、グァテマラ国６県７都市の既存浄水場において老朽化及びハリケーンにより失わ

れた本来の施設能力の回復を基本とし、他の浄水施設を含めた当該地域全体の給水計画との整

合性を図りつつ、現在の水需要に即した水量を供給することを目的とする。また現在、水質の

悪い給水により下痢や水系伝染病などの危険に晒されている市民に飲料水として安全な水道水

を供給することにより、市民生活の衛生環境を改善することを目的としている。 

 

４．事業の内容 

(1) 対象都市 

グァテマラ国における、モラレス市、チチカステナンゴ市、ラビナル市、サン・ヘロニモ市、

エスキプラス市、ハラパ市、フティアパ市の地方７都市 
 
(2) アウトプット 

① 浄水場施設の改修により将来に渡り給水機能が保持される。 

② 給水量の増加、将来需要に対する対応が可能となる。 

③ 雨期の原水濁度の上昇に対する対応が可能となる。 

④ 給水水質の向上が行われる。 

⑤ 水道水の信頼性が回復される。 

⑥ 水道料金の値上げが可能となり、水道事業経営の改善が図られる。 

 

 

 
 

KDC KDC
 

KDC KDC
A-106



(3) インプット 

７対象市において既存浄水場施設及びその関係施設の改修を行う。 
 

  *）市側が実施 
 

(4) 総事業費 13.25億円 

日本国側負担 13.09 億円(第 1期 4.33 億円、第 2期 8.76 億円) 

｢グ｣国側負担 0.16 億円(第 1 期 0.09億円、第 2 期 0.07億円) 
 

(5) スケジュール（詳細設計を含めた工期） 

第 1 期： 4 ヶ月 

第 2 期： 10 ヶ月 

(6) 実施体制 

グァテマラ共和国 地方都市振興庁(INFOM) 

・施設完成後の運営は浄水場を管理する市の水道事業部によって行なわれる。 

・受益者である市民は、市に対して運営・維持管理費として水道料金の支払いを行う。水道

基本料金は 30m3/月当り 15Q.(240 円)程度までの改定を予定する。 

 項 目 モラレス ﾁﾁｶｽﾃﾅﾝｺﾞ ラビナル ｻﾝ･ﾍﾛﾆﾓ ｴｽｷﾌﾟﾗｽ ハラパ フティアパ 

取水工   改修    新設 

導水管   改修 改修＊）   改修 

着水井 改修 改修 改修 改修 改修  改修 

混和池 新設 新設 新設  新設 改修 新設 

フロック形成池 新設 新設 新設  新設 改修 新設 

薬品沈澱池 新設 改修 改修 既存 改修 改修 改修 

急速ろ過池  新設    改修  

緩速ろ過池 改修 ― 改修 追加 追加 － 改修 

配水池    追加    

５．成果の目標 

(1) プロジェクトにて裨益を受ける対象の範囲及び規模、成果指標 
 
  

項 目 実施前（2001 年） 実施後（2005 年） 

給水量   （m3/日） 18,500 24,200 

給水量原単位（㍑/人/日） 110 160 

給水時間   (時間/日) 15 21 

浄水場処理水水質 

（濁度、大腸菌） 

「グ」国の水質基準を

満足しない 

「グ」国の水質基準を

満足する 
 

(2) 水道水の信頼性の回復 

上述した効果が発現することによって、住民の水道水に対する信頼性の回復が行われる。この

ことを契機とし水道料金の値上げが可能となり、水道事業経営の改善を図ることができる。 
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６．外部要因リスク 

(1)市内の他の水源施設、浄水施設の整備計画との協調 

本事業対象施設以外に各市が整備計画を持つ他水源施設、浄水施設が本事業完了前に計画通

り建設、あるいは改修されていること。 
 

(2)配水管網、配水池の整備 

浄水場の整備に伴い、各市における既存配水管網の改修、更新、拡張、また配水池の整備計

画が進められること。 
 

(3)取水量の厳守 

 計画処理容量以上の取水を行うことがないこと。 
 

(4)水源流域保護 

 市が上水道の原水である河川の水質保全について最大限の注意を払い、流域内の植林計画、

排水規制、諸開発行為の規制等の対応が取られること。 
 

(5)浄水場改修による運転経費の増加 

浄水場の適正な運転を行うために、薬品代、電気代、人件費等運転・維持管理費が必要とさ

れるが、市はこれら緒経費の負担を行い、かつこれらの将来的値上げに対応可能であること。 
 

(6)水道料金の適正化、料金の徴収 

市は適正な水道料金への改定を行い、水道料金の徴収を確実に実施すること。そのために、

配水管網の整備、給水管、給水メーターの設置、人員を確保すること。 
 

(7)市の水道事業部の職員数の整備 

市は水道事業部として独立した運営を行うために、本事業実施に伴い職員の組織整備を行う

こと。 
 

７．今後の評価計画 

(1)事後評価に用いる成果指標 

①取水量、浄水生産量、使用水量 

②原水水質、処理水質、使用水質 

③給水時間 

④水道契約者数（給水人口、給水普及率）、給水エリア 

⑤市の水道料金収入 

⑥水道水以外の家庭用使用水源のタイプと使用量、経費 

⑦水因性疾病の発生状況 

⑧水道利用者からの利用上の意見 
  

(2)評価のタイミング 

①事業終了時の全体の事後評価 

②施設供用開始後、５年後を目処に再度全体の事後評価 
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